
災害時における停電復旧作業及び啓開作業に伴う障害物等除去に関する覚書

浦安市（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社京葉支社（以

下「乙」という。）は，令和３年２月１日に締結した「災害時における停電復旧

の連携等に関する基本協定」に基づき，停電復旧に係る作業に支障となる樹木

などの障害物の除去等（以下「復旧作業」という。）及び同復旧に係る甲の管理

する道路上の障害物の除去等（以下「啓開作業」という。）並びに予防措置に関

して，次のとおり必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第１条 本覚書は，災害対策基本法及び道路法に基づいて，甲及び乙が復旧作

業と啓開作業を早急に実施するため，円滑に作業に当たれるよう相互協力を

行うことを目的とする。

（対象）

第２条 対象は，道路法その他関係法令等に基づき甲が管理している市道（認

定道路），道路用地として市が管理する土地のうち，道路法の区域に属さない

もの（認定外道路）等とし，必要に応じて周辺を含め対象とする。

（復旧作業及び啓開作業の協力）

第３条 乙は，応急措置を実施するために必要があるときは，甲に対して必要

な復旧作業及び啓開作業を要請することができる。なお，要請に当たっては

協議の上，書面をもって行うこととする。

２ 甲は，前項の要請が正当であると認めるときは，その要請に応じて，可能

な範囲において優先的，積極的に復旧作業及び啓開作業を実施する。

３ 甲が復旧作業及び啓開作業を実施するに当たり，電線等に接触している障

害物等の除去作業で，甲自ら実施することが困難な場合，甲は乙に対し，現

場の安全性を判断できる技術員の派遣を依頼し，甲は同技術員の指示に基づ

き，除去等を行う。

４ 乙は，前項の規定により，甲から技術員の派遣要請を受けた場合は，直ち

に乙の技術員を派遣する。

５ 甲は，乙に対して道路の早期開放のために必要な復旧作業及び啓開作業を

依頼することができる。なお，依頼に当たっては協議の上，書面をもって行

う。



６ 乙は，前項の依頼が正当であると認めるときは，その依頼に応じて，可能

な範囲において優先的，積極的に復旧作業及び啓開作業を実施する。

７ 第１項又は第５項において，緊急を要するときは，甲及び乙は，相手方に

対し口頭又は電話等で行うことができる。ただし，作業の実施後，第１項又

は第５項に基づき手続きを行う。

８ 災害などの状況により，応急措置を早期に実施するにあたってやむを得な

い場合に限り，甲又は乙は第１項又は第５項の規定によらず，復旧作業又は

啓開作業を実施することができる。ただし，甲及び乙がやむを得ず実施した

復旧作業又は啓開作業は，第１項又は第５項に基づき手続きを行う。

（費用の負担）

第４条 第３条第２項の規定により，甲が実施した復旧作業に要した費用につ

いては乙の負担とし，甲が乙に請求することができる。

２ 乙は，前項による請求を精査し適当と認めた時は，速やかに甲へ費用を支

払う。

３ 第３条第６項の規定により，乙が実施した啓開作業に要した費用について

は甲の負担とし，乙が甲に請求することができる。

４ 甲は，前項による請求を精査し適当と認めた時は，速やかに乙へ費用を支

払う。

５ 復旧作業及び啓開作業の請求の精査においては，別添１の「災害時におけ

る障害物の除去等に係る復旧作業・啓開作業の費用負担」を基準とする。

（障害物等の保管，土地の一時使用）

第５条 乙は，復旧作業又は啓開作業を行った際における障害物等の移動先は，

甲の指示に従う。

２ 乙は，応急措置の円滑な実施に必要な場合に限り，障害物等を前項の移動

先へ移動する際に，災害対策基本法及び道路法に基づく甲の指示により，他

人の土地を一時使用できる。

（連絡体制）

第６条 甲及び乙は，広範囲の長時間停電発生時又は発生するおそれがある場

合は，復旧作業及び啓開作業の連携等のため別添２の「復旧作業及び啓開作

業における連携フロー」及び別添３の「復旧作業，啓開作業の連絡体制」に

より連絡体制を確立する。



２ 前項の連絡体制に係る各機関部署の窓口に変更が生じた場合は，随時更新

の上，甲乙共有する。

（実施責任）

第７条 復旧作業及び啓開作業に係る関係機関への周知並びに第三者からの問

合せ等の対応は，甲及び乙が連携して行う。

２ 復旧作業及び啓開作業の協力に伴い発生した事故・災害への対応は，作業

を実施した者が責任を持って行う。

（その他）

第８条 甲及び乙は，電力設備への被害が想定される箇所の予防伐採について，

情報共有等の協力体制を図るものとし，甲乙は連携して可能な範囲において

必要な措置を講じる。

（定めのない事項等）

第９条 本覚書に関し，定めのない事項又は疑義が生じた場合は，甲乙協議し

て定める。

本覚書を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印の上，各自

１通を保有する。

令和３年２月１日

浦安市猫実一丁目１番１号

甲 浦安市

浦安市長 内 田 悦 嗣

船橋市湊町２丁目２番１６号

乙 東京電力パワーグリッド株式会社京葉支社

京葉支社長 岡 崎 匡 人



・・・ 甲 甲

・・・ 甲 －

・・・ － 甲

・・・ 乙 －

・・・ － 甲

別添1 災害時における障害物の除去等に係る復旧作業・啓開作業の費用負担

復旧作業：停電復旧に係る応急措置に支障となる電柱・電線に接触している樹木などの障害物の除去、または障害物が近接し感電や
火災の危険性排除のために必要な措置、道路啓開に必要な電線等の除去等

啓開作業：道路の通行に支障となる障害物の除去等（復旧作業によるものを除く）

・・・ 乙 甲

費用負担

啓開作業復旧作業

・・・ 乙 －

【復旧作業、啓開作業について】

〇パターンＡ・Ｄについて、電柱・電線等の電⼒設備に障害物の接触等が⽣じた状態が継続する場合は、交通への危険性があると判断し、交通への影響があるとして分類する。

〇パターンＢ・Ｅについて、軽量な⾶来物のみが電線に引っかかている状態の場合は、交通への影響なしとして分類する。

〇パターンA・Dの作業︔電柱・電線等に接触している障害物の除去、または障害物が近接し感電や⽕災の危険性排除のために必要な措置については、⼄による復旧作業とする。

それ以外の啓開作業については、甲が⾏う。

【費用負担について】

〇原則、復旧作業に要する費⽤は⼄の負担とし、啓開作業に要する費⽤は甲の負担とする。

〇パターンＤ，Ｅの復旧作業に要する費⽤は、その起因者（障害物の所有者）である甲の負担とする。

〇パターンＧの復旧作業に要する費⽤は、その起因者（障害物の所有者）である⼄の負担する。

障 害 物

民地からの障害物

道路・公園からの

樹木等の障害物

電柱・電線への

影響
交通への影響 パターンA

パターンC

電柱・電線への

影響
パターンD

パターンF

パターンG

飛来物等による

電柱・電線単独の障害

パターンB

有

有

有

無

無

有

有
交通への影響

交通への影響

交通への影響

交通への影響

パターンE

有

無

有無



別添2【復旧作業及び啓開作業における連携フロー】

東電ＰＧ
（災害対策室）

災害協定締結業者等
（建設業協力会）
（電気工事協同組合）
（緑化事業協同組合）

⑤対応可否の報告
現場対応窓口者の調整

⑨請求・支払

①要請・依頼

東電ＰＧ 現場対応箇所等

対応業者等

⑦対応可否の報告
⑧実施報告
⑨請求・支払

②作業依頼

③対応可否
判断の上、
作業依頼

⑦実施報告

④対応可否の報告
⑧実施報告

浦安市
（災害対策本部）

東電ＰＧ
（リエゾン）

リエゾン情報共有

対応状況等情報共有 対応状況等情報共有

「災害時における停電復旧作業及び啓開作業に伴う障害物等除去に関する覚書」の対象範囲

土地立入りに関する指示

⑥作業依頼
※通行規制が必
要となる場合は、
浦安警察署と連
携すること

浦安市
（地域防災計画上の名称：都市対策部）

※都市整備部・都市対策部

委託業者等



別添３

【復旧作業,啓開作業の連絡体制】

東京電力
PG

※◎は、情報交換するうえで、市と東電ＰＧの主となる所属

浦安市

機 関
電話番号

連絡先

メールアドレス
対応責任者所 属


